











































積極的販売を行う地域，顧客を限定することは EU 機能条約 101 条 3 項のも
とで同 1 項の適用が免除されるとされている5）。しかし，このように明記さ
れているもの以外の生産，販売地域の制限についてはそれが EU 機能条約
101 条 1 項の適用対象となるか否かは不明である。この問題は，EU 機能条
約 101 条 1 項のもとでは，商業的付随性の観点からの検討がなされている。
法学 45 号 159 頁以下参照（2012 年）。
 2） 上記公取委ガイドライン第 4-3（2），第 4-4（2）。
 3） 委員会 2014 年 3 月 28 日 “Guidelines on the application of Article 101 of the 
Treaty on the Functioning of the European Union to technology transfer 
agreements” OJ C89 号 3 頁（2014 年）。記述箇所は，第 7 段。
 4） 同第 8 段。
 5） COMMISSION REGULATION （EU） No 316/2014 of 21 March 2014 on the 
application of Article 101 （3） of the Treaty on the Functioning of the European 
Union to categories of technology transfer agreements 3 条，4 条。
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商業的付随性の概念とは，それ自体は競争制限的ではない目的を達成するた













に関し，排他的権限を付与することが EEC 条約 85 条 1 項に違反するか否
かが問題となったものである。




　1960 年，INRA は，西ドイツにおいて種子を供給している Kurt Eisele 氏




 6） EC 裁判所 1982 年 6 月 8 日判決・L.C. Nungesser KG and Kurt Eisele v E.C. 





　ア 　INRA は，E 氏に対し，西ドイツ国内における INRA が開発した種子
の販売を統轄する排他的権利を付与する。










　オ 　E 氏は，INRA の種子に関する権利を行使する義務を引き受ける。E
氏は，世界的に保護されている INRA の商標を使用することができる。
　カ 　INRA は，関係機関が，E 氏が関係するルート以外で西ドイツに当該
種子が輸出されることを防ぐために必要なすべての手段を講ずることを
約束する。
　この契約については，1965 年理事会規則 4 条に基づき，EEC 条約 85 条 3
項による適用免除を求めた申請がなされた。
　E 氏が代表者であり，その株式の過半数を保有する L. C. Nungesser（以
下，L 社）が実際の当該種子の生産および取引を行っていたが，1973 年か
ら 1974 年にかけ，その売上高の約 20％は当該種子から生じたものであった。

























約 85 条 1 項が適用され，また，同 3 項の適用もない旨の判断を下したため，
EEC 裁判所に対し，L 社，L 社の株主，および，E 氏はその取消を求めた。
　ⅰ　EEC 条約 85 条 1 項

















　ⅱ　EEC 条約 85 条 3 項
　共同体内において種苗権者が付与する排他的な育成のための権利は，原則




禁ずることともなり，EEC 条約 85 条 3 項がいうところの生産および流通の
改善に寄与しない。
　また，当該種子が西ドイツにおいて販売される際の価格が，フランス国内
における価格と関連して決定されることにより，EEC 条約 85 条 3 項がいう
ところの消費者への利益の配分という結果をもたらさない。
⑵　判旨











約 85 条 1 項に反することはない。この点において，委員会の判断は誤りで
ある。









使することは，EEC 条約 85 条 1 項に反するのであり，この点について委員
会の判断に誤りはない。
②　EEC 条約 85 条 3 項













し，E 氏が自らの名前で登録を行い，その後，実質的な権利もまた E 氏に

















促進効果を考慮する必要があるため，N 氏が INRA のみの種子を生産・販



























合にのみ EU 機能条約 101 条 1 項の適用対象外となるものと考えられる。な
 7） Common Market Law Review 1983 年 1 巻 278 頁（記述箇所は 341 頁）。 
 8） 委員会判断 1985 年 7 月 12 日・OJ L233 号 22 頁。


















EEC 条約 59 条，および，同 85 条に違反すると主張し，ベルギー・破棄院
がこの問題につき，ヨーロッパ裁判所に対し，先行判決を求めたものであ
る。
　“Le Boucher”という題名の映画を製作したフランスの会社である Ciné 





10） EC 裁判所 1982 年 10 月 6 日判決・Coditel SA and Others v Cine Vog Films 









し，C 社等は，V 社によって付与された排他的権利は EEC 条約 59 条および
同 85 条に違反すると主張して，控訴を行った。ブリュッセル控訴裁判所は，
本件について EEC 条約 85 条の適用はないとした上で，EC 裁判所に対し，
加盟国の一つに関して排他的に映画の著作権を付与することは，同時に他の
国々についても同様の権利を与え，共同体市場を分割する結果となる場合










対し，EEC 条約 85 条の適用があるか否か等の問題につき，EC 裁判所に対
し，先行判決を求めた。
11） EC 裁判所 1980 年 3 月 18 日判決・S.A. Compagnie Generale pour la Diffusion 
de la Television, Coditel and Others v S.A. Cine Vog Films and Others・ヨ ー
ロッパ裁判所判例集 1980 年 881 頁。
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⑵　判旨


















































たす場合には，EEC 条約 85 条の適用がなされないものと評価するものがあ
る13）。


















える場合やその代金が過大なものとみなせる場合に EEC 条約 85 条 1 項に
違反することとなると解すべきであろう16）。本件を引用している Film 






14） Common Market Law Review 1983 年 1 巻 49 頁（記述箇所は 63 頁）。
15） 同 61 頁。
16） David Aitman & Alison Jones “Competition law and copyright: has the 
copyright owner lost the ability to control his copyright?” European Intellectual 
Property Review 25 巻 6 号 143 頁（2004 年）。






フランチャイズ契約の中で，様々な条件を課したことが EEC 条約 85 項 1
項に反するか否かということにつき，西ドイツ連邦裁判所が先行判決を求め
たものである。
　Pronuptia de Paris GMBH（以下，P 社）は，フランスに所在する親会社















　㋐ P 社の呼称および P 標章を使用して，P 社の販売チェーンのブランド
イメージを高めるような方法で，P 社の指示に基づき，主にブライダル関連
18） EC 裁判所 1986 年 1 月 28 日判決・Promuptia de Paris GMBH v Pronuptia de 































ンチャイズ契約が EEC 条約 85 条 1 項に違反しているという加盟店の主張
を認めた。この判決において，上記ア㋐㋑により，加盟店に対し，一定の地















































































19） EC 裁判所 1966 年 7 月 13 日判決・Costen and Grundig v Commission・ヨー



























20） EC 裁判所 1988 年 4 月 19 日判決・Sprl Louis Erauw-Jacquery v La Hesbignonne 




う制限を課したことにつき，これが EEC 条約 85 条 1 項に違反するか否か
という問題につき，ベルギー Liège 商業裁判所が EC 裁判所に対して，先行
判決を求めたものである。
　Louis Erauw-Jacquery Sprl（以下，L 社）は，ベルギーにおいて穀物に
関する種苗権を有し，また，同時に他者の種苗権の代理権を行使する立場に
あった。L 社は，ベルギーに所在する La Hesbignonne 協同組合（以下，H
組合）との間で，穀物の種子の生産に関し，協定を締結した。その協定の 2
条には以下のような内容が含まれていた。
ア 　H 組合は，L 社によって供給される E2（穀物の種類）のもととなる種
子その他の種類の種子をすべて生産用とし，規定に則ったものであるか否
かを検査するために ONDAH（ベルギーの公的検査機関）に生産したも
のを提出する。また，L 社によって供給される E2 のもととなる種子は，
他の生産業者に販売したり，輸出を行ったりしてはならない。
イ 　H 組合は，L 社の事前の同意なく，生産した種子を直接的ないし間接的
に輸出しない。
ウ 　H 組合は L 社が指定した最低制限価格以下では，生産した種子をベル
ギー国内において販売してはならない。





























































三者に対する地域制限が EEC 条約 85 条 1 項に違反するか否かが問題となっ
54
た事例を検討した。委員会は，上記ガイドラインにおいて，選択的流通制度
が問題となった Société Technique 事件22）を参照し，「一定の競争制限は，
当該協定の形式ないし性質から，その実行のために客観的に必要である場合




















22） ヨ ー ロ ッ パ 裁 判 所 1966 年 6 月 30 日 判 決・Societe Technique Miniere v 
Maschinenbau Ulm GmbH・ヨーロッパ裁判所判例集 1966 年 235 頁。
23） 上記“Guidelines of the Application of Article 101 of the Treaty on the Func-
tioning of the European Union to technology transfer agreements”12 段⒝。















25） 泉水文雄「独占禁止法 23 条についての試論」産大法学 25 巻 3・4 号 152，153
頁（1992 年）。
26） 例として，田村義之「特許権の行使と独占禁止法」公正取引 588 号 28 頁（1999
年）。
